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要旨：本稿は東日本大震災四年目、災害社会学（生活再建・コミュニティ再興）を専らとする筆者の現場に関
わる取り組みの軌跡・覚書（）である。「前稿（）」（大矢根，２０１４a）では、震災三年目の各種調査研究
（実践）の展開について、（本務校）専修大学系連携事業、（学会加入している）社会学系４学会活動、
（筆者のプロパー領域の）日本災害復興学会、（長年依拠しているところの）早稲田大学地域社会と危機
管理研究所、災害人類学研究会（文化人類学的地域研究）、をあげ、次いで一年間の１０回余の被災地調査
（研究実践）を概観した。あわせて、当該研究の社会的還元の実情を、当震災に関連して展開を見せる非・未
被災各地の防災事業への筆者の参画状況および刊行物をもって示した。本稿・今年度は、前稿同様の主旨・項
目立てで研究実践活動の経緯を記しておくこととする。
キーワード：地区防災計画、大槌、小渕浜、防災隣組、つなぐ君
はじめに
２０１３年９月７日、ブエノスアイレスで開かれた IOC・
国際オリンピック委員会総会における投票で、東京がマ
ドリードとイスタンブールを破って２０２０年オリンピッ
ク・パラリンピック大会の開催都市に選出された。これ
による経済波及効果は約３兆円などとも言われる一方
で、東日本大震災の現場からは、これにより復興公共土
木事業における人手不足、資材不足が加速されるのでは
ないかとの懸念の声があがっている。そもそも、２０１３年
度予算で計上した東日本大震災の復興関連経費の執行率
が、年度末時点で６割程度だったと公表されており、こ
れは人手不足や資材高、用地取得や住民との合意形成の
遅れによるものと指摘されているところであるが、その
一方で、会計検査院の調査により、２０１１～１２年度に実施
された１,４００余りの事業を調べたところ、その２３％にあ
たる３２６事業について「被災地と直接関連がない」と指
摘されていて、これらの事業に１兆３千億円が流用され
ていたことが明らかとなっている（『朝日新聞』２０１３年
１１月１日）。内外のあらゆる出来事が復興の遅れに関わ
らせて論じられる構造になっており、それだけ現場の苛
立ちは根深い。
「本稿（）」では、筆者の参画する震災四年目の各種
調査研究（実践）の展開について、まずは、「１．震災に
対峙する四年目の記録」として、本務校の専修大学系
連携事業、筆者が学会加入している社会学系４学会活
動、筆者のプロパー領域の日本災害復興学会、筆者
が四半世紀前より参画し拠り所としている「早稲田大
学・地域社会と危機管理研究所」（および同メンバーが
中核となって活動している関東都市学会）、そして新設
された地区防災計画学会、それとほぼ同年来の研究交
流を重ねている災害人類学研究会（文化人類学的地域研
究会）、をあげる。次いで、「２．現地踏査記録」として、
この一年間の１０回余の現地調査を概観・記録する。最後
に、「３．東日本大震災関連の研究実践・社会的還元」と
して、当震災に関連して展開を見せる非・未被災各地の
防災事業への筆者の参画状況および今年度の刊行物を示
しておくこととする。なお、「前稿（）」では２０１３年１１
月末の入稿時までを記したので、「本稿（）」ではその
後の２０１３年１２月より２０１４年１１月末までを記しておくこと
とする。なお、東日本大震災の発生した２０１１年の３.１１は
２０１０年度末にあたるから、（２０１１年１１月は２年度目、２０１２
年同月は３年度目、２０１３年度同月は４年度目、そして）
２０１４年度１１月末・本稿執筆時は５年度目（震災４年目）
にあたることとなる。
受稿日２０１４年１１月２１日 受理日２０１４年１２月１日
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1．震災に対峙する四年目（平成２６年度）の
記録
１.１ 専修大学系連携事業
本務校・専修大学に関連しては、石巻専修大学、
―１専修大学、が主導して展開を見る被災対応をあげ、
加えて、―２学部ゼミナール・社会調査実習での取り
組みを付記しておく。
石巻専大・復興大学との連携
石巻専修大学は、震災後に東北地方で発足した復興大
学の一翼を担ってきた。復興大学は震災直後、仙台学長
会議が学都仙台コンソーシアムにおいて検討を重ねて、
文科省・大学復興センター構想の一つとして位置づけら
れたもので、「復興人材育成教育コース」、「教育復興支
援」、「地域復興支援ワンストップサービス・プラット
フォーム」、「災害ボランティアステーション」の４事業
からなる。石巻専修大学はそのうち、「地域復興支援ワ
ンストップサービス・プラットフォーム」事業の幹事校
となっている１）。
同大学では、こうした東北一円の研究プロジェクトに
参画する一方、大学独自にも、学内の開放センター・共
創研究センター（両者を有機的に連携させて誕生した復
興共生プロジェクト２））で研究実践を重ねてきており、
筆者は今年度は、「『まちづくり懇話会』防災復興セミ
ナー」に登壇した。石巻専大の同プロジェクトと筆者の
繋がりは、被災直後、共創研究センターのサテライト
キャンパス企画として設置された復興カフェ３）としての
共生プラザの立ち上げに参画させていただいて以来とな
る。昨年度はこれらの一環として、筆者にとっては積年
の災害研究実践のパートナーである宮定章氏（NPOま
ちコミュニケーション代表）を復興大学コーディネー
ターに推薦して採用していただき、宮定氏には、石巻市
牡鹿半島・雄勝地区の復興まちづくりの研究実践に参与
してもらっている。こうした貴重な現地データ・知見等
を専大カリキュラムにも適切に反映させるべく、２０１５年
度には宮定氏に生田キャンパスで「社会学特殊講義
（NPO・まちづくり）」の枠で講義を担当していただく予
定である。
また、上述の復興カフェ創設当時、開放センター長で
あった同大学理工学部の若月教授との関係も継続してい
る。今年度は若月先生の積年の研究成果を一つの形にし
て世に問うべく、関係する先生方と協働して作業を進め
ている。それが、UMC（Universal Mobile Consent）実
証実験である。震災直後、文部科学省の支援の下、東北
復興次世代エネルギープロジェクト４）が創設され、若月
先生はその第３課題「再生可能エネルギーを中心とし、
人・車等のモビリティの視点を加えた都市の総合エネル
ギー管理システムの構築」の中で、「エネルギー＆モビ
リティ統合インターフェースの研究」を担当され、ご自
身が保持する国際特許であるところのアークフリー直流
電流遮断技術を適用して、人力で移動可能なモバイル電
源本体と大容量電池搭載ドッキングステーションで構成
される非常用電源ステーションを企画・開発した。これ
が「モバイルコンセント『緊急電源つなぐ君』」（写真
１）とネーミング・試作され、２０１４年８月８日に石巻に
おいて公表され、今年度、その実証実験が始められ、そ
の皮切りとして専修大学サテライトキャンパス（向ヶ丘
遊園駅前アトラスタワー）に設置されることとなった。
また、平成２６年度・専修大学緑鳳学会・第２３回大会が
石巻で開催された５）。筆者は初日の報告会＋パネルディ
スカッションのコマにおいて報告：「世紀末～２１世紀
における防災思想・体制の変容～東日本大震災の復興と
これからの防災の位相～」として登壇した。同会場に
は、上記「つなぐ君」も展示された。
―１. 専修大学・通称「絆プロジェクト」
文科省・私大戦略的研究基盤形成支援事業に位置づけ
られた社会関係資本研究センター（代表：原田博夫経済
学部教授）は、２０１３年度が５カ年度の最終年にあたり、
事業は一応の締めくくりとなったが、その後継プロジェ
クトが「アジアにおけるソーシャル・ウェルビーイング
写真１ 「緊急電源つなぐ君」のお披露目
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研究コンソーシアムの構築」（代表：同教授）として企
画・承認され、私大戦略的研究基盤形成支援事業とし
て、今年度、再び５カ年の研究としてスタートした。筆
者は前センター期から resilience（復元＝回復力）概念
を援用して被災地復興・防災研究に取り組んできた。
今年度は、昨年度で一旦終了した一連の社会関係資本
研究の成果が授業カリキュラムに反映されて、生田キャ
ンパスで大学院「特殊問題特論」（前期・２単位：オム
ニバス形式）「テーマ：社会関係資本（ソーシャル・
キャピタル）」として開講され６）、筆者は RA宮川英一さ
んと連名で「アンケート調査（中国福建省＆台湾）の分
析」を二週にわたって担当した。また、新プロジェクト
においては早速、２０１４年１２月６日に国際シンポジウム
「ソーシャル・ウェルビーイングと経済発展」が開催さ
れ、筆者はその日本側第３報告：「災害からの復元力
（レジリエンス）」を報告した。
―２. 学部ゼミナール・社会調査実習
学部の「専門ゼミナール（A :３年生＋B :４年生）」
には、今年度も上述の宮定章氏はじめ、東日本大震災の
現場から数々のゲストが訪ねてきてくれた。宮定氏は、
筆者のゼミ生にも参加を呼びかけてくれて、石巻市牡鹿
半島・雄勝町での現地合宿調査を企画・実施した７）。ま
た、筆者の担当する社会調査実習は、今年は兵庫県神戸
市長田区御蔵５・６・７丁目自治会で行われる１０回目の
実習８）となったが、このところ数年は現地の初日・初顔
合わせ（ご挨拶）の時間帯に、「東日本大震災の今」と
題するミニ講演をさせていただいており、今年は８月３
日（日）午後に御蔵の自治会集会所（通称：御蔵古民
家）でこれを行い（写真２）、筆者も参画する岩手県大
槌町安渡町内会の地区防災計画づくりの取り組みと、こ
れが国に認知・評価されて今年度『防災白書』特集に取
り上げられてきた経緯等を紹介した。
１.２ 社会学系４学会合同集会と日本学術会議
社会学系４学会活動
筆者の所属する社会学関連学会では、日本社会学会・
地域社会学会・日本都市社会学会・環境社会学会の４学
会連合で震災研究が組織化・継続されている。
「前稿（）」以降では、各学会大会における特別セッ
ションの他、各参加者の獲得した科研費等の研究会企画
として出版企画会議が重ねられた。筆者が出席してきた
ところで言えばそれは例えば、吉野科研費研究会（２０１４
年３月１４日＠専修大学神田キャンパス）、地域社会学会
大会（５月１１日＠早稲田大学）、大震災研究シリーズ研
究会（５月１６日＠首都大学東京、他）、があげられる。
第３９回地域社会学会では、その大会二日目のシンポジウ
ム「災害復興のビジョンと現実―ポスト３.１１の地域社
会学を考える」に筆者は登壇して、「原発防災体制の構
造的欠陥を乗り越えようとする減災サイクル論は成り立
つか？」を報告した。このシンポジウムは黒田由彦教授
（名古屋大学）が中心になって企画されたもので、昨年
度２０１３年１０月に名古屋大学において開催された黒田科研
費研究会「東南海・南海地震に対する地域社会の脆弱性
とプリペアードネスに関する実証的研究」における筆者
の報告「原発災害避難システムの脆弱性―災害社会学的
視点で―」が、いわばその事前審査にあたっていた（こ
とが後でわかった）。５月報告・討議の模様は黒田先生
によって『地域社会学会会報 No.１８６』（２０１４.８.２８）に概
要が紹介され、これから来年度にかけて、『地域社会学
会年報第２７集』（２０１５年５月予定）に筆者の論考も掲載
される予定となっている。
日本学術会議社会学委員会
２０１４年８月１５日、環境社会学会元会長である舩橋晴俊
先生（法政大学）が、くも膜下出血のため急逝された。
ご冥福をお祈りいたします。舩橋先生はこの４学会活動
の中心として大震災研究シリーズ全３巻９）のとりまとめ
をされており、その「まえがき」はすでに執筆されてい
て１０）、我々執筆陣にお配りいただいていた。
また、舩橋先生が直接関わられていた日本学術会議の
提言のうち、震災復興分科会のもの：「日本学術会議社
会学委員会 東日本大震災の被害構造と日本社会の再建
の道を探る分科会 震災再建分科会第２提言」が９月２５
日、公表された。写真２ 御蔵・古民家での聞き取り調査風景
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１.３ 日本災害復興学会（関東ブロック学術推進委員会）
２００７年の学会創設以来、筆者にとってはメイン学会で
ある日本災害復興学会において、筆者は今年度、編集委
員会と関東ブロック学術推進委員会に所属して活動を
行ってきた。編集は北後明彦委員長（神戸大学教授）の
もと精力的に進められていて、学会誌が続々と刊行され
ている１１）。関東ブロック学術推進委員会は、実質的には
多くの学会員が東北各地の被災現場で研究実践を継続・
蓄積していてその成果を各方面に発表し続けていること
から、それらを漏れなく把握・渉猟するところが目下の
仕事となっているが、合わせて来年度の学会大会を関東
ブロックで引き受けて東京で開催することとなってお
り、また、その大会は、災害関係の姉妹学会である日本
災害情報学会と連携をとりながら開催１２）することとなっ
ていることから、今年度秋より、その具体的な検討が始
まったところで、その第１回目の打ち合わせが中林一樹
特任教授（明治大学）のもと開催された（２０１４.１０.１０＠
明治大学・危機管理研究センター分室）。参加者は中林
先生を中心に、東京大学大学院総合防災情報研究セン
ター（CIDIR）長・田中淳教授、東京大学生産技術研究
所都市基盤安全工学国際センター・加藤孝明准教授に筆
者の４人。ここでは復興学会の機軸と展開について、
「言説の再構築：復興のリアリティ」のために、まずは
関東ブロック委において、接触・連携の不十分な各復興
関連研究実践主体（例えば、福祉・医療、宗教、人類学
…）との交流の機会を、フランクな研究集会形式等で
図っていくことなどが検討され始めた。その第一回勉強
会が１２月２０日（土）午後、専大神田キャンパス社会科学
研究所分室で行われることとなった。
１.４ 地域社会と危機管理研究所
ERESUSと学会・研究活動委員会
早稲田大学「地域社会と危機管理研究所」（所長：浦
野正樹教授）は、筆者が大学院在籍中よりこれまで四半
世紀にわたって参加し活動の拠点の一つとしてきたとこ
ろであるが、これはそもそも同大学・社会科学研究所・
都市災害部会の発展的形態としてのプロジェクト研究所
として設立されたものである。同研究所メンバーが中核
となって震災発生以来、ERESUS（文学学術院東日本大
震災復興支援情報コーナー）が開設されて、被災各地の
復興支援・調査研究が重ねられており、同時に同メン
バーが関東都市学会の研究活動委員として次々に研究企
画を練り上げ実現している。今年度は２０１４年度秋季大会
＠いわき市（２０１４.１１.２９−３０）において、シンポジウム
「いわきの震災復興と〈都市〉形成―地域開発の歴史を
踏まえて」が開催され、筆者はコメンテーターとして登
壇した。
―１. 岩手県大槌町安渡地区の「地区防災計画」づく
り
防災都市計画研究所・所長の吉川忠寛氏は、阪神・淡
路大震災（１９９５.１.１７）以降、「地域社会と危機管理研究
所」の調査研究活動に積極的に参画しているメンバーの
一人である。今震災において吉川氏は、被災直後の大槌
町を踏査して、そこで築いた関係性を太く長く紡ぎ続
け、現在では大槌町の防災計画づくりを受託している。
また吉川氏はここまで、大槌町内の安渡町内会において
「安渡地区津波防災計画」の策定をリードしてきてお
り、これが町の「地域防災計画」の一部に位置づけられ
てきた。くしくも２０１３年６月、災害対策基本法が改正さ
れ、そこで、従来の地域

防災計画に対して（加えて）、
「地区

防災計画」（傍点筆者）の策定が認められ奨励され
ることとなり１３）、安渡地区の取り組みは全国初の先進事
例として内閣府に取り上げられ、今年度『防災白書』の
冒頭「特集：共助による地域防災力の強化～地区防災計
画制度の施行を受けて」において「地域コミュニティに
おける先進的な取組の事例」として紹介されることと
なった（写真３）。合わせて同地区事例は、今年度末の
３月１４日（土）、仙台で開催される国連防災世界会議の
日本代表事例の一つに選定され、安渡地区住民がプレゼ
ンする機会をいただくこととなった。
大槌町では合わせて現在、「生きた証プロジェクト」
写真３ ２０１４年度版『防災白書』・安渡の紹介
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が進行中である。
安渡では例えば多くの壮年層、特に消防団員などが、低地に走
り下って災害時要援護者の救出に向かい（「再入場」＝再び現場に
突入していくこと :消防用語）、ついには共に命を落としてしまっ
たという事実を皆が目視して記憶しているのであるが、それでは
どこまで互いに助け合うべきだったのかというギリギリの議論を
始めざるを得ない状況に置かれている。換言すれば、災害時要援
護者自身にどこまでの自助を要求するか、それを明文化するか、
という我が国では初めて俎上にのる議論である。安渡ではこれを
「１５分ルール（仮称）」として地区防災計画の検討・作成を進めて
きた。揺れを感じたら１

５

分

間

だ

け

は災害時要援護者の搬送手助け
をするので、事前に被搬送準備を整えておいてください（揺れを
感じたら、しかるべき人が何らかの手法を駆使して、そうした要
援護者を玄関口で待機させておいてください、など）というギリ
ギリの検証・検討結果が含まれている。巷で言われる耳ざわりの
良い「自助・公助・共助」システムとは異なる。「共助」という
「みなで助け合う」システムは机

上

の

防

災

シ

ス

テ

ム

であって、実際
にはその「みな」は津

波

て

ん

で

ん

こ

で避難してしまって存在しな
いことになっているわけであるから、したがって現場では押し寄
せる津波の白波を目視しつつも消防団員に過剰・過酷な期待・無
言の圧力がかかる事態となっていた１４）。
この矛盾を解決すべくギリギリの議論を展開していくために
は、だからこそ、亡くなった方々についての避難（救援）認知行
動に関する徹底的な検証が不可欠となるところで、これを地元の
岩手大学・麦倉哲教授（災害社会学）が、「東日本大震災犠牲者の
生きた証をつむぐ社会学的研究」として企画・実施している。筆
者はこの四半世紀、早稲田大学「地域社会と危機管理研究所」の
前身、早稲田大学社会科学研究所都市災害部会でご一緒させてい
ただいた麦倉先生の一後輩として、麦倉先生の現場での真摯な取
り組みに、今、再び、学ばせていただいているところである（大
矢根,２０１４a, p.１５３）。
そして、この麦倉企画が町を動かした。大槌町業務
「大槌町生きた証プロジェクト推進業務」が予算化さ
れ、「東日本大震災津波により生じた１,２８４名の町内犠牲
者全員を対象に、その人柄等を取材し、記録として収集
する『大槌町生きた証プロジェクト』を推進すること」
となった（大槌町総合政策部総合政策課、担当）。
岩手県大槌町は、東日本大震災で犠牲になった町民１,２８４人（関
連死も含む）全員の人柄などを記録する「生きた証プロジェクト」
を本年度、再始動させた。「検証が先」「遺族につらい思いを強い
る」と町議会が昨年、仕切り直しを迫ったが、町が説明を重ね一
定の理解を得た。町は実行委員会を発足させ、１０月にも遺族らへ
の聞き取りを始める。
実施計画案によると、記録を通して、犠牲者を供養するととも
に震災の記憶の風化を防ぐのが狙い。避難行動などの防災にも役
立てる。
遺族の同意を得た上で犠牲者の経歴、人柄、生前のエピソー
ド、故人へのメッセージなどをまとめる。被災時の状況も可能な
範囲で聞き取る。取材は案内役の住民、聞き手と記録員の３人で
１チームを編成。地区ごとに配置し活動する。
事業期間は２０１５年度末まで。記録集など紙媒体を基本に編集、
保存し、町が計画中の図書館、文書館などでの公開を検討する
（『河北新報』２０１４.６.８）。
筆者は、上述の安渡地区津波防災計画策定に関わりつ
つ、このプロジェクトの企画策定に参画し、「聴き取り
調査」メンバーとして「３人で１チーム」として活動し
ている（例えば、１０月１６～２０日の聴き取り調査合宿な
ど）。吉川氏は、筆者のゼミ生を研究所のアルバイトと
して採用してくれていて、そのうち何人かを大槌の津波
防災訓練の現地スタッフとして採用してくれるなど、ゼ
ミ生にも貴重な機会を与えてくれている。
―２. 地区防災計画学会：３―１を参照
１.５ 災害人類学研究会
フィリピン・ピナツボ噴火災害（１９９１年）の被災者、
アエタ族の民族存亡の危機に対峙して、そこで研究実践
に取り組む清水展教授（京都大学）と、雲仙・普賢岳噴
火災害（１９９１年）の直接被災地・上木場でのフィールド
ワークに取り組む筆者が出会ったのは、１９９４年度、北京
センター
日本学研究中心（日本学を専らとする大学院大学）の派
遣教授としての滞在先、北京であった。以降、研究交流
を続けている。東日本大震災を経て、清水先生の科研費
プロジェクトに参加する機会を得、そこでは今年度、メ
ンバーの木村周平准教授（筑波大学 :災害人類学）が企
画・編集する古今書院「１００万人のフィールドワーカー
シリーズ」の第５巻『災害フィールドワーク論』が刊行
され（２０１４年９月）（写真４）、筆者はその第７章「生活
再建・コミュニティ再興に寄り添う～長期にわたる社会
学的被災地研究」に寄稿した。同シリーズでは「学問分
野や産学の壁にとらわれないフィールドワークの活動
体」を謳って FENICS（Fieldworker’s Experimental Net-
work for Interdisciplinary CommunicationS : NPO法人
の申請中、http : //www.fenics.jpn.org/）が立ち上げられ
ており、様々なシンポジウムが企画・実施されている。
第５巻の出版記念イベントが１０月１２日（日）午後、首都
大学東京秋葉原キャンパス（ダイビル１２階）C会議室で
開催された。
また、清水科研費プロジェクトは今年、５年目・最終
年度を迎え、その成果の上梓に向けてメンバー一同、執
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筆に取りかかっているところである。京都大学出版の
「災害対応の地域研究シリーズ」第５巻、『復興の物語を
読み替える：災害から新しい人間と社会の想像＝創造
へ』がそれで、筆者はその第２章「現場で読み替えられ
る『復興の物語』～既定復興を乗り越える物語復興の実
践～」、および第９章「新たな社会・地域防災力醸成の
試金石～東日本大震災の経験から：牡鹿半島・小渕浜１１
班～」を担当して執筆した。
また、同研究会メンバーである京都大学地域研究統合
情報センターの山本博之先生が中心となって JSPS研究
拠点形成事業１５）に応募していて、筆者もそこに共同研究
者として参加させていただくこととなった。社会学領域
の地

域

研

究

と文化人類学で表現するところの地

域

研

究

と
は、同じ綴り字ながらその視角や介入のスタンス・程度
が全く異なる。この数年、清水科研グループで大いに刺
激を受けており、今後の展開が非常に楽しみなところ
だ。
2．現地踏査記録
それでは次に、前稿（２０１３年１１月）以降の現地調査の
履歴をあげておく。
番 外：２０１４年１月１１日（土）～１月１３日（月） 日本
災害復興学会総会＠関西学院大学
日本災害復興学会・総会は例年、阪神・淡路大震災の
発生した１.１７付近の週末に、センター入試を外すように
して開催される。今年度の総会では、筆者が委員長を仰
せつかっている関東ブロック学術推進委員会の次年度計
画・予算を初めて提案し、東日本大震災の被災各地との
交流をその中核に位置づけてみた。秋の学会大会＠長岡
に向けて、情報の収集、各主体との連携を模索していく
こととした。
番 外：２０１４年１月２３日（木） 中央区災害時要援護者
支援体制マニュアル
２０１２−１３年度に実施された中央区における災害時要援
護者支援体制マニュアルづくりが一段落して、その成
果・報告書がまとまり、お披露目の委員会が開催され
た。
番 外：２０１４年２月２日（日） 大震災研究シリーズ企
画会議＠法政大学
舩橋晴俊・田中重好両先生が中心となってその企画化
の進む社会学関係４学会連合の震災関連書籍の出版打合
会が法政大学で開催された。
第４７回：２０１４年２月７日（金）～２月１１日（火） 安渡
＆石巻（まちづくり懇話会）
真冬の大槌・安渡で、旧小学校の教室にて（写真
５）、安渡地区の津波防災計画づくりの検討会が行われ
た。町内会長交代で組織が一世代若返り、リベラルな雰
囲気で検討が進められた。その後、石巻に移動して、石
巻専修大学で行われた「まちづくり懇話会」に出席して
登壇した。
番 外：２０１４年２月１７日（月）～２月１８日（火） 京都
大学（清水科研）
京都・荒神橋の京都大学東南アジア研究所にて、清水
科研費研究会が開催され出席した。次年度・最終年度に
写真４ 『災害フィールドワーク論』書影
写真５ 安渡町内会・検討会風景
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おける成果の上梓に向けて、最終的な研究報告会となっ
た。
第４８回：２０１４年３月１日（土）～３月２日（日） 安
渡・津波防災訓練
被災後これまで、吉川氏（防災都市計画研究所・代
表）が中心となって、安渡地区津波防災計画が検討され
てきたが、その計画を検証するために、防災訓練が実施
された。大槌では東日本大震災以前から毎年、前回・昭
和８年の津波災害発災日である３月３日を防災訓練の日
と定めており、今年は日曜日の２日に実施された。こ

す

ば

る

（だだをこねて）老人がなかなか避難誘導に応じな
い様子が演じられたり、足腰の弱い高齢者を若手がリヤ
カーで高台への上り坂を必死に搬送するなどの訓練（写
真６）が行われた後、会場を旧小学校の体育館に移して
AED訓練、その後、（防災訓練・地区防災計画の）検証
会議が行われた。この訓練は安渡町内会が主催し、大槌
町がその企画に乗る形で実施された訓練で、昨年６月の
改正・災害対策基本法に位置づけられた地区防災計画に
基づいた訓練であることが、体育館の案内表示に「安渡
町内会・大槌町合同防災訓練」（写真７）と明示されて
いるところからもわかる。決して「大槌町安渡町内会防
災訓練」ではないところに町内会の気概が現れている。
番 外：２０１４年３月１４日（金） 大震災研究シリーズ企
画会議＠専修大学（吉野科研）
吉野科研費を使って、大震災研究シリーズ企画会議が
開催された。今回は、筆者の大学院時代の先輩である吉
野教授（岩手大学）からもちかけられたことで、専修大
学の神田キャンパス大学院棟に教室を用意することがで
きた。
番 外：２０１４年３月１６日（日） 看護集会＠帝京大学
帝京大学医療技術学部看護学科の星教授が代表につく
大規模研究会＝看護集会が、開催された。筆者は登壇し
て報告した他、星先生に、あと二人の登壇者、日本災害
復興学会の前会長・室崎益輝先生、編集委員会委員・黒
田裕子先生をご紹介し、両先生にご登壇いただいた。
番 外：２０１４年３月２３日（日）～３月２７日（木） アル
メニア
例年のように、３.２２卒業式＠武道館を終えて翌日、ア
ルメニアに飛んだ。今年もルザンさん（JICAアルメニ
ア・リエゾンオフィス代表）にご案内いただいて、１９８８
アルメニア地震の中心被災地・スピタクを訪ね、今年は
被災２５年を迎えるも未だ仮設住宅を割り当てられずに鉄
道貨車を造作して住み続ける家族を訪問してお話をうか
がった（写真８）。こうした人々の支援に取り組む NPO
の公用車はメルセデスで、これに乗せていただいて現地
を巡ることとなり、こうしたギャップに戸惑いを覚えつ
つの現地調査となった。
番 外：２０１４年３月２９日（土）「つなぐ君」打ち合わせ
＠ガーデンパレス
石巻専修大学から若月先生がわざわざ東京に来てくだ
さった。UMC「つなぐ君」の企画進捗状況についてご
説明いただいた。もうすぐ、試作に取り組むとのことで
あった。
第４９回：２０１４年４月１２日（土）～４月１３日（日） 小渕
浜＆川俣
写真７ 安渡町内会・大槌町合同防災訓練
写真６ リヤカーによる災害時要援護者搬送
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小渕浜の阿部さん宅を訪ね、２０１３年度の学部紀要（こ
の「調査報告」の前号）をお届けした（写真９）。目を
通していただく間、いつものようにお手製の品々をご馳
走になった。この度はマイカーでやってきたので、石巻
を後にしてフクシマを巡った。いつものように被災地の
現況（放射線量のモニタリングポスト（写真１０））をカ
メラにおさめたら、カーナビで現時点を確認（写真１１）
する。
番 外：２０１４年５月１１日（日） 地域社会学会＠早稲田
大学
地域社会学会が早稲田大学で開催され登壇して、「原
発防災体制の構造的欠陥を乗り越えようとする減災サイ
クル論は成り立つか？」と題して報告した。
番 外：２０１４年５月１８日（日） 大震災研究シリーズ企
画会議＠首都大学東京 秋葉原キャンパス
出版社が決まったことで、担当編集者等とともに企画
会議を開催した。会場は秋葉原の AKB劇場の向かいに
建つビルの１２階、首都大学東京のサテライトキャンパス
であった。
番 外：２０１４年５月３１日（土）～６月２日（月） 調査
実習事前打ち合わせ＠御蔵
今年８月第一週目の週末を挟んで実施を予定している
社会調査実習・現地合宿の事前打ち合わせに、神戸市長
田区御蔵５・６・７自治会を訪ねた。合わせて、同合宿
期間中に資料収集にお邪魔する人と防災未来センター
と、御蔵の NPOまちコミュニケーションにご挨拶にう
かがった。
第５０回：２０１４年６月１８日（水）～６月２０日（金） 大槌
＆石巻
大槌町安渡町内会で実施する安渡地区津波防災計画づ
くり検討会も今回で１２回目を迎えた。検討会は新町内会
執行部のもと実施されるが、前執行部メンバーには声が
写真８ 改造貨車の被災者住宅＠スピタク
写真１０ 放射線量のモニタリングポスト
写真９ 大矢根２０１４aのお届け 写真１１ カーナビで現在地確認
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かからない会合もあり、寂しそうだ。そうした折りには
我々が長老宅を訪問して今回の取り組みの概要をお伝え
して、ご意見をうかがうなどする。町内様々な主体（ス
テークホルダー）との関係性維持につとめる（写真
１２）。
番 外：２０１４年７月１４日（月） BFP＠専修大学
阪神・淡路大震災後、災害ボランティア活動・Act
Nowを主宰されている頃に筆者が知り合った国際
ジャーナリスト・浅井久仁臣氏とは、かれこれ２０年来の
お付き合いになるが、氏の奥様が主催する NPOブリッ
ジ・フォー・ピースのメンバーが来校してくれて、筆者
の授業「地域社会学 B−１」においてミニ・ワーク
ショップを開催してくれた。戦時のフィリピンにおける
日本軍について、現地長老や元日本兵の最近の証言ビデ
オなどを紹介いただいて議論した（写真１３）。
番 外：２０１４年７月１８日（金） 避難所宿泊訓練＠両国
高校
都立両国高校で、夏休み前の一晩、被災を想定して学
校周辺の災害時要援護者（高齢者や幼児）対応（写真
１４）および避難所（学校）宿泊訓練が企画・実施され、
そこに呼ばれて、訓練の講評とミニ講義を実施した。暑
い体育館の中、皆、汗びっしょりになってとても真剣に
耳を傾けてくれた。
番 外：２０１４年７月２１日（月） まちコミ代表、来校
神戸の NPOまちコミ代表・宮定氏は現在、月の大半
を石巻で過ごして、牡鹿半島・雄勝の復興に向けた取り
組みの参与観察を行っているが、今回、筆者の担当する
「専門ゼミナール A（３年生）＋B（４年生）」の授業に
顔を出して、現地報告をしてくれた（写真１５）。
第５１回：２０１４年７月２５日（金）～７月２７日（日） 石巻
専大＆南三陸～大船渡
石巻専大・若月研究室にて UMC「つなぐ君」の企画
打ち合わせの後、市内市街地で開催されているシンポジ
ウムのいくつかをハシゴして、今回はレンタカーにて被
災各地を縦走した。牡鹿半島・雄勝の十五浜を巡った後
（写真１６）、石巻から北上して、南三陸、気仙沼、陸前高
田、大船渡に足を延ばした。
第５２回：２０１４年８月６日（水）～８月１１日（月） 京都
写真１２ 佐藤稲満・前安渡町内会長宅にて
写真１４ 学校避難所宿泊体験訓練＠両国高校
写真１３ NPO・BFPのミニワークショップ 写真１５ ゼミで講演する宮定氏
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大学＆石巻＆大槌仮設住宅調査
この週は久しぶりの強行軍だった。京都大学にて清水
科研の研究会に参加して執筆計画を報告したところ、当
初担当の章を二分割して二つの章を執筆することとなっ
た。〆切は９月末日とかわらないので、この夏の執筆計
画の練り直しとなった。一泊で京都を発ち、８日、石巻
グランドホテルで開催される UMC「つなぐ君」のお披
露目会（写真１７）であるところの東北復興次世代エネル
ギープロジェクト・発表会場に向かった。始発で京都を
発ち、東京で新幹線を乗り継いで仙台へ。仙台から高速
バスで石巻専大へ。昼前に石巻に到着。東京から仙台の
新幹線は、どうしても席が取れず、清水の舞台から飛び
降りる覚悟で、初めてのグランクラスの贅沢（写真
１８）。着席するとワインサービスから食事・デザートま
で。１時間程での仙台下車は何とも惜しい。隣の乗客
は、青森まで乗車してこのラグジュアリー・シートを楽
しむとのこと。石巻の後は、大槌に移動して、麦倉先生
企画であるところの大槌町仮設住宅調査に一調査員とし
て参加した（写真１９）。
番 外：２０１４年８月２１日（木）１４JEES＠建築会館
日本災害復興学会から学会役員として、関連学会連合
の全国大会（１４JEEFS：第１４回地震工学シンポジウム）
準備委員会に出席し、部会の組み合わせ、大会論文集編
集について議論した。同大会は１２月４日（木）～１２月６
日（土）＠幕張メッセで開催されるが、東日本大震災関
連の報告がなされる部会が数多く用意されている。
第５３回：２０１４年８月２６日（火）～８月２９日（金） 専大
社研２０１４夏季実態調査＆雄勝
筆者が事務局長をつとめる専修大学社会科学研究所の
２０１４年度夏季実態調査が、今年度は東日本大震災津波被
災地の現地調査として企画・実施された。新幹線・一ノ
関駅に集合。三陸鉄道が主催するオーダーメイド視察と
写真１６ 牡鹿半島・雄勝の十五浜略図
写真１７ 次世代エネルギーフォーラム＠石巻
写真１８ 初体験のグランクラス
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しての被災地ツアー「三陸被災地フロントライン研修」
の企画貸切バスに乗って、南三陸から北上しつつ、陸前
高田から宮古市田老まで沿岸をめぐった（写真２０）。途
中、現地語り部の話に耳を傾けつつ、開通した南三陸鉄
道にも乗車した。社研一行の実態調査が盛岡で現地解散
した後、筆者と福島義和教授（文学部環境地理学科）、
佐藤慶一准教授（ネットワーク情報学部）の三人は、石
巻の牡鹿半島・雄勝で行われている被災集落実態調査の
現場を訪ねた。まちコミ代表の宮定氏が声かけをして、
東北大学はじめ、関西、関東の大学生が集い、集落を回
る聞き取り調査団をコーディネートしている（写真
２１）。筆者のゼミからも一人、椎名彩賀さんが参加し
た。その後、石巻専大の若月研究室を専大サイドの教員
３人で表敬訪問した。
第５４回：２０１４年９月２５日（木）～９月２６日（金） フク
シマ＆小渕浜
今秋、やっと福島の国道６号線が開通したとのニュー
スを得て現地に向かった。一昨年、小高駅周辺を踏査し
て以来のこと。しかしながら放射線量はすこぶる高く、
自動車以外での通行は禁じられている。原発の西側を通
過する頃には、持参したガイガーカウンターはなんと
１３.１mSv/hという見たことのない高い数値を示していた
（写真２２）。フクシマ国道６号線を北上してそのまま石巻
市小渕浜の阿部さん宅にご挨拶に向かった。
番 外：２０１４年１０月１０日（金） 日本災害復興学会＠関
東ブロック学術推進委員会
中林学会長の呼びかけで、来年度学会開催企画を練り
始めようとメンバーが明治大学危機管理研究所に集っ
た。
番 外：２０１４年１０月１２日（土） FENICS
９月に刊行になった『災害フィールドワーク論』の出
写真２０ 専大社研２０１４夏季実態調査一行
写真１９ 大槌町仮設住宅調査（票）
写真２１ 牡鹿半島・雄勝：被災集落実態調査
写真２２ １Fサイト直西＠国道６号
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版記念シンポジウムが首都大学東京 秋葉原サテライト
キャンパスで開催され、登壇した。少人数ながらも熱心
に議論が重ねられた。
番 外：２０１４年１０月１３日（月） 地区防災計画アドバイ
ザリーボード
台風１９号の吹きすさぶ中、内閣府が中心となって運営
する地区防災計画アドバイザリーボードに出席した。こ
れまで取り組んできた大槌町安渡地区の事例を含めて１２
例が選出され、今年度、現地にてワークショップ等が開
催されることとなった。また、この事例の中から数例、
年度末に仙台で開催される国連防災世界大会で報告され
ることとなり、そこに筆者も関わる大槌町安渡地区が選
定された。
第５５回：２０１４年１０月１７日（金）～１０月２０日（月） 生き
た証プロジェクト調査＠大槌
麦倉先生が中心となって企画していたところに、その
意義を大槌町が認めるところとなって予算化された「生
きた証プロジェクト」の現地調査（写真２３）が実施され
ており、筆者もその聞き取り調査メンバーとして大槌に
向かった。
番 外：２０１４年１０月２２日（水）～１０月２６日（土） 日本
災害復興学会大会＠長岡
今年度の復興学会は災害情報学会との合同開催であっ
た。中越地震１０年の記念大会である。筆者は一般報告に
あたる分科会等に参加した他、委員会・理事会等に出席
した。この週末には、専修大学の緑鳳学会が石巻で開催
されていて、そこに登壇することとなっていたため、長
岡での復興学会を一日だけ中抜けして石巻に通った。
ハードな週末となった。
第５６回：２０１４年１０月２５日（土）～１０月２６日（日） 専修
大学緑鳳学会＠石巻専修大学
学会・報告会（シンポジウム）に「世紀末～２１世紀に
おける防災思想・体制の変容～東日本大震災の復興とこ
れからの防災の位相～」と題して報告・登壇した。
番 外：２０１４年１０月３１日（金） 帝京大学医療技術学
部・災害看護
東日本大震災後、毎年お引き受けしている災害看護の
オムニバス形式の講義は、今年度は「地区

防災計画の現
代的位相～共助で看（視）る主体は？～」という内容で
講義した。
番 外：２０１４年１１月２日（日）～１１月８日（土） ハノ
イ国家大学／VASS
同僚の嶋根先生にご紹介・アレンジしていただいて、
専修大学の国際交流協定校であるハノイ国家大学におい
て、日本研究集中講座：「講義 社会学からみる日本社
会」で「テーマ：近現代日本における開発・復興と人々
の生活の変容」を講義した。合わせてこの機会に、ベト
ナム社会科学院（VASS）東北アジア研究所および社会
学研究所等を訪問して、この数年、専大・社研や社会知
性開発研究センターで共同研究を行っているパートナー
を表敬訪問して、来年度の研究交流企画を打ち合わせ
た。
番 外：２０１４年１１月２０日（木） 地区防災計画学会・研
究会報告
今夏発足した地区防災計画学会は、事務局の積極的な
舵取りで、頻繁に研究会が開催されている。第３回目の
今回、筆者が安渡地区の事例紹介１６）を行った。
番 外：２０１４年１１月２１日（金）～１１月２３日（日） 日本
社会学会＠神戸大学
第５７回：２０１４年１１月２９日（土）～１１月３０日（日） 関東
都市学会＠いわき
早稲田大学・地域社会と危機管理研究所の浦野所長と
同大学院生の川副さんが企画・解題を担当した学会秋季
大会シンポジウム「いわきの震災復興と〈都市〉形成―
地域開発の歴史を踏まえて」に、今回はコメンテーター
として登壇して、与えられた御題「広域都市における災
害対応・復興への課題（被災者・避難者への対応、石巻
との比較）を論じた。
写真２３ 生きた証・聞き取り調査
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番 外：２０１４年１２月６日（土） 専大 SWB国際シンポ
ジウム
神田キャンパスで開催された「アジアにおけるソー
シャル・ウェルビーイング研究コンソーシアムの構築」
研究グループの国際シンポ「ソーシャル・ウェルビーイ
ングと経済発展」の第３報告者として登壇して、「災害
からの復元力（レジリエンス）」として報告する。
3．東日本大震災関連の研究実践・社会的還元
ここでは、筆者の研究実践のうち特にその社会的還元
について、防災機関との関わり、被災対応・防災に関す
る大学等での講義、および執筆した報告・論文等につい
てあげておく。
３.１ 防災関連機関
原子力防災
原発に関わる実務家を対象にまとめられたテキスト・
『緊急時の人間行動』（原子力安全技術センター刊,
１９９８）の刊行プロジェクトに参加し、その後、１９９９年 JCO
臨界事故を受けて制定された原子力災害特別措置法に基
づき実施されることとなった原子力総合防災訓練の評価
員を経て、『地域とのリスクコミュニケーションに基づ
いた原子力防災体制・訓練手法に関する研究』（原子力
安全基盤機構委託研究：研究代表・大矢根,２００４～
２００６）をまとめたことで、筆者は２００７年刊『災害社会学
入門』（弘文堂）において、「第６章・第２節 新たなリ
スクに対峙して：原子力災害の認識と対応」を執筆担当
することとなった。こうした履歴から、東日本大震災後
には、原発災害の住民避難に関して、都道府県の防災会
議（原子力災害部会）に参加することとなり、佐賀県
（玄海原発）をかわきりに、一昨年度からは石川県（志
賀原発）に参加して、EPZ８−１０kmが UPZ３０kmに設置
し直されたことによる膨大な数の避難者対策の諸課題等
についてコメントしている１７）。
防災まちづくり等～地区防災計画へ
２０１２年度から２ヶ年度にわたって、東京都中央区の
「中央区災害時要援護者支援体制マニュアル検討協議会」
の座長を仰せつかり、これは２０１４年１月に一応のまとま
りをみた。
また、東京都では、大都市における共助の仕組みとし
て「防災隣組」事業を進めており、筆者は昨年度、その
「講習会：災害時要援護者支援」を担当して、平日夜
間、週末日中に、都内各地の町内会・自治会を訪れてミ
ニ講演を重ねてきた。この事業の講習会部分は２０１４年度
には、「東京都地域防災学習交流会」（東京都総務局総合
防災部防災管理課）と位置づけられた。筆者は昨年度同
様、都内各地の町内会・自治会での講演に回っている
が、今年度の担当テーマは、「災害時要援護者（避難行
動要支援者・要配慮者）への対策」と「避難所運営の
手順と手法～初動期の対応：その考え方と課題・教訓
～」である。
さらに、こうした地区防災の取り組みは国レベルでも
行われており、消防庁国民保護・防災部防災課でも市町
村災害対応支援アドバイザー制度を設けていて、筆者は
このアドバイザーとして登録されている。今年度末にか
けて、埼玉県杉戸町、島根県出雲市、鹿児島県日置市に
うかがうことになっている。
３～４０年前（東海地震説等を経て）に自主防災組織の
制度化が進められた。２０年前（１９９５阪神・淡路大震災を
経て）に防災福祉コミュニティ構想が進展した。そして
今（２０１１東日本大震災を経て）、草の根・ローカルな防
災活動が奨励されて、（地域防災計画の下部に）地区防
災計画の策定が奨励されることとなった。これは２０１３年
６月の災害対策基本法改正（第４２条）に基づくところ
で、その経緯・含意・しくみづくり等について、今年度
『防災白書』では以下のように説いている。
平成２５年災害対策基本法改正と地区防災計画制度
平成２５年の「災害対策基本法」の改正では、地区における自発
的な防災活動に関する地区防災計画制度が創設された。
地区防災計画制度の特徴は、〈１〉計画提案制度が採用される等
ボトムアップ型の計画であること、〈２〉地域に詳しい地区居住者
等が作成する「地区の特性に応じた計画」であること、〈３〉計画
に基づく活動の実践、定期的な評価や見直し、活動の継続等を重
視した「継続的に地域防災力を向上させる計画」であることの３
点があげられる。
東日本大震災においては、地震や津波によって、市町村長が亡
くなったり、多くの市町村職員が被災する等本来被災者を支援す
べき行政自体が被災してしまい、行政機能が麻痺してしまった
（公助の限界）ことから、自助・共助による「ソフトパワー」の重
要性、特に地域コミュニティにおける共助の重要性が強く認識さ
れたことを踏まえ、市町村内の一定の地区の居住者及び事業者
（地区居住者等）による地域コミュニティレベルでの防災活動を促
進し、ボトムアップ型で地域防災力を高めるために、地区居住者
等による自発的な防災活動に関する計画制度である地区防災計画
制度が創設された（第４２条３項、第４２条の２）。
本制度は、地区居住者等による自発的な防災活動を対象とした
計画制度であるが、住民参加によるボトムアップ型の手法を取り
入れており、地区居住者等による計画提案の仕組みを採用した。
具体的には、地区居住者等は、市町村防災会議に対して地区防災
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計画を定めることを提案することができることとした。なお、市
町村防災会議には、提案に対する応諾義務が課せられている。
地区防災計画制度の特徴としては、〈１〉ボトムアップ型の計画
（計画提案もボトムアップ型を象徴する手法の一つである。）であ
ることのほか、〈２〉地域に詳しい地区居住者等が作成する計画で
あるため、「地区の特性に応じた計画」であるということ、〈３〉
単に計画を作成するだけでなく、計画に基づく活動の実践、定期
的な評価や見直し、活動の継続等による「継続的に地域防災力を
向上させる計画」であるということがある（『平成２６年度防災白
書』http : //www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h２６/honbun/０b_３s_０１
_００.html）。
これに即して地区防災計画学会が創設された。筆者は
安渡地区津波防災計画の策定に関わっていたことから、
この事例を白書に紹介してもらったご縁もあって、同学
会設立のメンバーに理事として関わることとなった。学
会誌『C＋BOUSAI/地区防災計画学会誌』が創刊され、
そこに寄稿した。
神奈川県被害想定調査
昨年度からあらためて始まった神奈川県地震被害想定
調査に、県事務局サイドとして「被害想定（社会科学分
野）」に参加させてもらっている。そもそものきっかけ
は、２０年ほど前、神奈川県西部地震被害想定調査の総合
調整ワーキンググループにおける火災・延焼シミュレー
ションを担当することとして、院生ながら未来工学研究
所の嘱託研究員として参加させてもらったことにある。
その後、この被害想定の事務局を担っていた未来工学研
究所メンバーが独立して防災＆情報研究所（高梨成子代
表）として、今回の被害想定を受託しているが、２０数年
ぶりに前回同様のスタッフのもと、特に座長・吉井博明
教授（東京経済大学 :防災社会工学）のもと、最新・最
高峰の被害想定策定の現場を学ばせていただいていると
ころである。
３.２ 災害社会学関連講義・講演
大学（院）講義・講演
前述したとおり（１－１.）、昨年度で一旦終了した
社会関係資本研究の成果が授業カリキュラムに反映され
て、生田キャンパスで大学院「特殊問題特論」（前期・
２単位：オムニバス形式）「テーマ：社会関係資本
（ソーシャル・キャピタル）」として開講され 、筆者は
RA宮川英一さんと連名で「アンケート調査（中国福建
省＆台湾）の分析」を二週にわたって担当した。また、
人間科学部社会学科専門科目「地域社会学 B－１・２」
では、筆者の被災地研究の諸事例を適宜紹介している１８）。
今年度は、同僚の嶋根克己教授のご紹介により、ベト
ナム国家大学ハノイ校において、集中講義を担当する機
会に恵まれた。日本研究集中講座：「講義 社会学からみ
る日本社会」がそれで、１１月３日（月）～１１月６日
（木）の４日間、「テーマ：近現代日本における開発・復
興と人々の生活の変容」を講義した。
また、これは例年のことではあるが、専大社会科学研
究所の積年のプロジェクトの経緯で、中国の北京日本学
センター
研究中心（大学院大学）を今年は１２月末に訪ねて、同大
学院の宋金文助教授の講義・演習時間を１コマいただい
て、「最近の災害社会学事情」を講義し、予備答弁に参
加する。
医療・看護関係
『シリーズ現代社会と看護（第一巻）』（中央法規,
２０００）において「阪神・淡路大震災～災害と病院 :救急
医療体制と院内看護」を執筆した繋がりで、この編集に
あたっていた現・帝京大学医療技術学部看護学科長・星
直子教授よりお声かけいただいて、東日本大震災以降、
に毎年、「災害看護」の授業の１コマを担当している。
今年度は、「地区

防災計画の現代的位相～共助で看（視）
る主体は？～」を講義した（１０月３１日）。
上記の看護テキストは、専大社会学の大学院課程でご
指導いただいていた北川隆吉先生の門下生が中心となっ
てまとめられたもので、星先生もそのお一人である。北
川先生が今年春、亡くなられた。ご冥福をお祈りいたし
ます。北川先生のご指導のもと、この看護グループは精
力的に学会・研究会（「看護と社会」研究全国集会）を
重ねており、今年はその第９回（２０１４.３.１６＠帝京大学本
館）にあたり、「再度、災害に向き合う－３年を経て見
えてきた新たな課題を考える－」がテーマに据えられ
た。筆者にも登壇のお声かけがあり、「震災から３年間
を概観する～『生活再建・コミュニティ再興』の災害社
会学から見えてきたこと」と題して報告した。一緒に、
黒田裕子さん（NPO「阪神高齢者・障害者支援ネット
ワーク」理事長）が登壇し、かわらぬ黒田さんの優しい
まなざしに鋭い指摘満載の事例報告に一堂、聞き入っ
た。筆者は日本災害復興学会の編集委員会で黒田さんと
はいつもご一緒していたことから、この度の登壇依頼を
仲介したところであるが、この秋、黒田さんが肝臓ガン
で急逝されたことを学会役員のメーリスで知らされたと
きは、言葉を失った。ご冥福をお祈りいたします。
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自治体 :川崎市
本務校の位置する地元・川崎市とは、この数年、多摩
区地域振興課の防災マップづくり１９）や、川崎市教育文化
会館の各事業でお手伝いさせていただいている。今年度
は、川崎区・生涯学習支援課から、教育文化会館での
「PTA活動研修」での講義を依頼されたことで、「災害
の時、家族を守るために学んでおきたい事」としてお話
しした。
３.３ 東日本大震災関連執筆原稿
東日本大震災に関連して２０１３年度末から２０１４年度秋まで
に執筆・刊行された論攷を以下にあげておく。
◇大矢根淳，２０１４a，「東日本大震災・現地調査の軌跡・―生活再建・
コミュニティ再興の災害社会学の研究実践に向けて（覚書）―」『専修
人間科学論集』Vo.４，No.２。
◇大矢根淳，２０１４b，「地域レジリエンスの向上と事前復興」『労働の科
学４』。
◇大矢根淳，２０１４c，「生活再建・コミュニティ復興に寄り添う～長期に
わたる社会学的被災地研究」木村周平他編『災害フールドワーク論』
古今書院。
◇大矢根淳，２０１４d，「書評 田中重好他著『大津波を生き抜く』（明石書
店,２０１２）」『地域社会学会年報 第２６集「東日本大震災：復興の課題と
地域社会学」』。
◇大矢根淳，２０１４e，「地区防災計画への災害社会学徒の想い」『C＋Bousai
/地区防災計画学会誌』Vo.１。
◇大矢根淳（インタビュー）,２０１４f,「避難にマイカー 避難支援は１５分：
被災したまちが、自らの手で作る地区防災計画」『C＋Bousai/地区防災
計画学会誌』Vo.１。
以下、入稿済み・校正中
◇大矢根淳，２０１４g，「現場で読み替えられる『復興の物語』～既定復興
を乗り越える物語復興の実践～」清水展他編『新しい人間、新しい社
会―復興の物語を再創造する』（災害対応の地域研究シリーズ第５巻）
京都大学出版会。
◇大矢根淳，２０１４h，「新たな社会・地域防災力醸成の試金石～東日本大
震災の経験から：牡鹿半島・小渕浜１１班～」清水展他編『新しい人
間、新しい社会―復興の物語を再創造する』（災害対応の地域研究シ
リーズ第５巻）京都大学出版会。
◇大矢根淳，２０１５i，「原発防災レジリエンス醸成の道筋（試案）」『地域
社会学会年報』No.２７。
◇大矢根淳，２０１５j，「ポスト３．１１・原発防災パラダイムの再構築に向け
て～制度的瑕疵の例証と原発防災レジリエンス醸成のみちすじ～」田
中重好・大矢根淳・黒田吉彦・横田尚俊編『防災パラダイムの転換と
支援～成熟した市民社会にむけて』有斐閣．
注
１）これまで取り組んできた事業としては例えば、冷凍倉庫
等での電動フォークリフトの高速充電・災害時電源利用
調査等のクリーンエネルギー開発、ITCオープンカレッ
ジ、地震をテーマとした観光産業への展開可能性、携帯
型心電計を用いた被災住民の健康増進活動、など。日本
私立大学協会の HPに概要が紹介されている。http : //
www.shidaikyo.or.jp/newspaper/online/２５０８/２_１.html
２）大学 HPの同プロジェクト概要紹介：「石巻専修大学で
は、被災地域の防災と復興に関する事業を行い、研究と
教育の高度化や復興を担う人材の育成を目指す「復興共
生プロジェクト」を機動的に展開しています。学外から
の多様な要請にも対応し、大学施設の提供、防災や復興
に関連する講演会やシンポジウムの開催、被災者支援、
産業支援、防災・復興関連研究など幅広い事業に取り組
んでいます。」http : //www.senshu-u.ac.jp/ishinomaki/iso-
cial/fukkou/from０３１１/topics/h２５/０２１９.html
３）阪神・淡路大震災後には、多様な主体が自由に集い議論
する場が必要だとして、当時の大阪大学・鷲田清一総長
が、カルチェラタンを模しつつ学内に様々なスペースを
設け、こうした空間を利用したカリキュラムを工夫して
いった。減災カフェもその一つで、そこで２００６年５月２３
日（＠吹田キャンパス・人間科学研究科１０６教室）、「減
災コミュニケーションデザイン」の講義として筆者が
登壇して「災害社会学史」を講義した。
http : //www.cscd.osaka-u.ac. jp/user/mashayas/activity /
view/０３８.html
４）文部科学省「東北復興のためのクリーンエネルギー研究
開発推進事業」に「東北復興次世代エネルギー研究開発
コンソーシアム」が設置された。http : //net-tohoku.
sakura.ne.jp/wp/２０１４-０８-２６.html
５）昨年度２０１３年度大会＠神田校舎は台風のため中止とな
り、今年度は輪番の石巻にて開催された（２０１４.１０.２５－
２６）。筆者は昨年度論題を持ち越す形で、今年度、登
壇・報告した。
６）同講義シラバス参照のこと。http : //syllabus.acc.senshu-
u.ac.jp/syllabus/syllabus/search/SyllabusInfo.do?nendo＝
２０１４＆kogikey＝７９９９０＆setti＝２
７）現地の様子は、まちコミ HPに適宜アップされた。以下
を参照のこと。
http : //machicomi.blog４２.fc２.com/blog-category-３５.html
８）筆者のフィールドワークでは、「ヒットエンドラン式・
ワンショットサーベィは厳禁！！」との立場を教授して
いることから、この学部調査実習も２００５年度より１０年継
続をお約束に実施してきた。今年度２０１４年度が、ここ御
蔵での実習は一応の区切りとなる予定である。御蔵との
出会い、その調査の履歴は、以下・学内紀要を参照のこ
と。http : //ir.acc.senshu-u.ac.jp/?action=pages_view_main
&active_action=repository_view_main_item_detail&item_
id=２０８１＆item_no=１&page_id=１３&block_id=５２
９）『シリーズ東日本大震災と社会学』（有斐閣）として、
『第１巻：原発震災と社会的制御 ―避難をめぐる困難
と主体形成』、『第２巻：防災パラダイムの転換と支援―
成熟した市民社会に向けて』、『第３巻：震災復興の現実
と課題―生活再建と地域再生』と並んでいて、筆者はそ
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の第２巻・第１部・第５章に「ポスト３.１１の原発防災パ
ラダイムの再構築（試論）」を執筆する予定。
１０）「企画趣旨説明文案（V３） 文責＝舩橋晴俊」が上記５
月１６日研究会にて配布されている。
１１）学会誌『復興』および『日本災害復興学会論文集』の既
刊分は全て以下の HPから無償ダウンロード可能であ
る。http : //f-gakkai.net/modules/tinyd９/index.php?id=４
１２）今年度２０１４年度大会は、２００４年・中越地震の１０周年企画
として、新潟県長岡で両学会による合同開催となってい
る。
１３）「住民の責務に生活必需物資の備蓄等を明記するととも
に、市町村の居住者等から地区防災計画を提案できるこ
ととすること」との表記が加えられた（災害対策基本法
の一部を改正する法律の概要より http : //www.bousai.
go.jp/taisaku/minaoshi/pdf/kihonhou_０１_１.pdf）。
１４）今震災前、消防団では「水門閉めたら海面監視」と言わ
れていたものを、（それでは逃げられないではないかと
して）「水門閉めたら屯所待機」とする議論を経て、「水
門閉めたら高台移動（避難）」として議論を進展させ、
その基本行動を定めつつある。
１５）東南アジア島嶼部地域の研究機関と日本の防災研究を結
びつけるための基盤形成をめざすもので、日本と東南ア
ジアをフィールドとしてきた人文社会系の研究者が間に
入り、それぞれの国の文化・社会背景を踏まえた「翻訳」
をすることで、各国の防災実践や災害復興の経験を日本
を含めたアジアで活用する人材育成に繋げたいとの趣旨
のもと、主に研究者交流が中心で、インドネシア、フィ
リピン、マレーシアからの若手研究者招聘と、それぞれ
の現地での研修をかねた合同フィールドワークを行う。
１６）当初、「避難にマイカー、手助けは１５分～岩手県大槌町
安渡地区における地区防災計画～」と、私の報告が何と
も挑発的な仮タイトルとして事務局により HP掲載され
ていた。これは同学会誌の内容掲載を担うリスク対策専
門誌『C＋BOUSAI』誌上、筆者がかつてインタビュー
に応じて語ったところ（大矢根，２０１４f）から抽出され
たもの。当日の研究会設定テーマは「企業・住民がつ
くった地区防災計画～先進事例から成果・課題を検証す
る～」とされていて、筆者は、全国に先駆け地区防災計
画を策定した岩手県大槌町の安渡地区の事例を報告し
た。
１７）NHKラジオ「私も一言！ 夕方ニュース：国の原子力防
災指針の原案＝半径３０km圏の避難計画は」（２０１２年１０月
３日放送）や、「計画は住民参画カギ」（『中日新聞』
２０１２.１１.５）などで所見を表してきた。
１８）授業シラバス参照のこと。http : //syllabus.acc.senshu-u.
ac.jp/syllabus/syllabus/search/SyllabusInfo.do?nendo=２０１４
＆kogikey=３５１３４＆setti=１
事例としては（年によって異なるが）、アルメニア地
震、明治・昭和・平成三陸地震津波、関東大震災、東京
大空襲、沖縄戦、阪神・淡路大震災、雲仙・普賢岳噴火
災害など。これら自然・人為災害に加えて劇的な生活変
容・生活再建を扱う中で、ダム建設・集落移転、鉄道沿
線開発、土地区画整理事業、バブル期の地上げなど。
１９）これまでの経緯については、以下の諸 HP掲載情報を参
照のこと。
「中野島町会 防災マップづくり始まる」http : //www.
townnews.co.jp/０２０３/i/２００９/０３/０６/２５２９０.html
「ジモカツ 多摩区まちなかクローズアップ～わたしたち
が見た中野島～」http : //tamaku-chouren.com/jimokatu_
nakanosima.html
「地域防災活動におけるレジリエンス」 http : //www.
pref.kanagawa.jp/uploaded/attachment/４８０２６１.pdf
「東日本大震災を踏まえた地域コミュニティ及び企業に
おける防計画」http : //www.jotsugakkai.or.jp/doc/taikai
２０１４/f１-nishizawa.pdf
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The２０１１Tsunami』旬報社（英語版）
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